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1. まえがき
　1995 年 1 月 17 日に阪神・淡路地域を襲った
兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）以来，災害
被害を最小限に抑える減災の重要性が認識されつ
つある．2005 年 1 月には，災害被害の軽減を目
指すことを目的として国連防災世界会議が開催さ
れ，地域コミュニティレベルでの協力の重要性
が確認された（１）, （２）．阪神・淡路大震災では，家
屋の倒壊などにより 3 万人あまりが生き埋めと
なり，その多くが隣人により救出されている（３）．
このことからも，地震発生の数十分から数時間の
初期段階では，地域のコミュニティが救援活動に
非常に大きな役割を果たすことがわかる．神戸市
では防災福祉コミュニティ活動の支援を行うなど
自主防災組織づくりを進めており，大阪府吹田市
でも自主防災組織の情報班の活動として被災情報
の収集と正しい情報の伝達を行うことを定めるな
ど，阪神・淡路大震災以降，住民参加の取組は様々
な地域で取り入れられてきている（４）,（５）．
　2011 年 3 月 11 日に東北地方を襲った東北地
方太平洋沖地震（東日本大震災）では，強い揺れ
とともに大きな津波が沿岸域を襲い，多くの人た
ちが行方不明となった．家族の安否がわからず，

いくつもの避難所を歩き回る人の映像は記憶に新
しいところである．
　市町村や大学での減災対策，救助活動のために
は，個人の安否情報などの災害情報が必要となる．
しかし，大震災時の情報収集は難しく，震災対策
本部を設置しても適切な判断を下すのは困難であ
る．マグニチュード 7 クラスの首都直下型地震
が 4 年以内に発生する確率が 70%程度（６）という
試算もある中で，震災時の被害情報収集は緊急か
つ重要な課題となっている．
　これまでに災害伝言システム「あんしんくん」
の開発を行ってきた（７）,（８）．「あんしんくん」は災害
に対して頑強であり，操作も容易であるなど優れ
た特徴を有している．しかし，導入にあたっては
衛星電話回線や避難所で使用するパソコンなどが
必要であり，コストの面から普及に至っていない．
　東日本大震災の経験から，優れたシステムを
作っても普及させなければ意味がないことを再確
認し，災害時の情報システムの一翼を担うことの
できる災害情報システムの構築を行っている．本
システムは，市町村や大学，高校などの団体単位
での安否情報の一元管理，家族間の情報交換を可
能とすること，低コスト化で普及を目指す．研究
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全体としては，システムの構築だけでなく，社会
実験と満足度調査を行うことで震災時の災害情報
システムの必要性について解析することを目的と
している．本稿では研究の中間報告として，構築
したプロトタイプシステムについて報告する．
　なお，本研究は第一義的には日本福祉大学に導
入できるシステムを目的としているので，「市町
村や大学，高校などの団体」と記述すべきところ
を，本稿では「大学」と記述しているが，大学以
外の団体でも利用できるよう考慮して構築してい
る．

2. 災害時の情報システム
2. 1 既存のシステム
　表 1 に災害時に利用が想定される情報システ
ムの特徴を示す．
　災害が発生した時に，被災者が真っ先に利用し
ようとするのは携帯電話の音声通話である．携帯
電話は利用が集中すると輻輳が起こるため，過去
の災害でもほとんど利用できておらず災害には非
常に弱い通信手段である．
　個人間での安否確認として携帯電話の電子メー
ル機能（以下，携帯メール）を用いた方法などが
提案されている（９）．携帯メールは音声通話と比
べると輻輳の発生が少なく，2004 年の新潟県中
越地震では地震発生直後から電子メールを送受信
できた．2008 年の「重要通信の高度化の在り方
に関する研究会」で指摘されていた音声とパケッ

トの分離制御（10） については一定の成果があり，
東日本大震災ではドコモ，au，ソフトバンクは
音声とパケットを独立して通信規制できている

（11）．実際に東日本大震災当日も関東甲信越地域
においては 80 分以内に 90%のメールが相手先に
到達している．しかし，東北地域を中心として停
電や基地局の被害により利用できない地域もあっ
た（11）,（12）．また，携帯メールでは安否情報が個人
に配送されるため，情報を集約し意思決定に用い
ることは難しい．停電時の電源確保，代替基地局
の確保，大きなパケットの制御など，携帯メール
にも課題が残されている．
　阪神・淡路大震災後に，被災時の個別の連絡シ
ステムとして開発された災害伝言ダイヤルは，東
日本大震災，新潟県中越地震や新潟県中越沖地震
の際にはそれぞれ 330 万件，35 万件，6 万件以
上の利用があり一定の成果を収めている．しか
し，東日本大震災では NTT 固定電話（加入電話
＋ ISDN）は 100 万回線が不通となるなど，電
話回線数の確保が課題となる（13）．また，東日本
大震災では登録数が 57 万件であったが，登録で
きる伝言数が 800 万件程度であることから，人
口密表集地域での災害や東海・東南海・南海・日
向灘地震が連動して起こるなどの広域災害で需要
を満たすことに対して不安が残る．
　企業で用いられている災害用の緊急連絡システ
ムには，社員とその家族間での伝言機能を有する
ものがある（14）．情報の管理形態を階層型として

Table 1  Characteristics of Information System Which 
People Can Contact with Their Families 
Individually in Disaster.

表１　災害時に個人間の情報伝達が可能な情報システム
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捉えることができ，支社単位でも安否情報を管理
できるため，上位階層である会社全体の減災対策
本部の問い合わせに応じたり，救援物資依頼のた
めの情報把握など，減災のための意思決定にも利
用できる．利用の際には，利用方法の周知を徹底
する必要がある．
　名古屋大学では，被災学生の救助と事業継続計
画（BCP）を目的として安否確認システムを導入
している（15）．しかし，学生が身近な問題として
被災することを捉えていないせいか，登録してい
る割合は少ない．
　東日本大震災の経験から，震災時には一つだけ
の通信手段に頼り切らず，複数の通信手段を用意
しておくことの重要性が認識されている．実際
に，「UStream」，「YouTube」，「ニコニコ生放送」，

「Twitter」などが活用された（13）．

2. 2 本システムの特徴
　本研究では普及，利用促進を目指すため，次の
3 点の特徴を持つシステムの構築を目指す．

　a． 家族間での伝言の使用を可能とすることで，
安否情報を集約して使用する機能のみのシステム
よりも利用の促進が望める．
　名古屋大学の安否確認システムでは，情報を集
約して大学が使用する形態となっている．利用者
にとっては，情報を発信するのみで，家族や知人
の安否など自分にのみ必要な情報が得られないこ
とから利益を感じにくく，登録者割合が低水準で
推移している原因と考えられる．
　本システムを構築する際に，利用者にとってシ
ステムに登録する利益を感じられるように，家族
間での伝言機能を持たせる．

　b．緊急連絡網システムと同程度のコストで普
及を目指せる．また，情報の一斉送信など小中高
で利用されている緊急連絡網システムの機能を持
たせることもできる．
　平常時に利用することで，緊急時の練習にもな
り，負担する費用に見合った便益が得られる．本
システムは緊急連絡網システムと同様に一斉送信

の機能を持たせる．大学で想定される平常時の利
用方法としては，休講情報の送信や長期実習に出
ている学生への連絡などが考えられる．

　c．これまでに開発した災害伝言システムとデー
タ形式を合わせておくことにより，災害に対して
より頑強なシステムへ移行できる．
　これまでに，減災マネジメントの視点で，広域
避難場所レベルのコミュニティで用いることので
きる災害情報システム「あんしんくん」の開発を
行ってきた．本研究で構築するシステムは，普及
と利用促進を目指すために，「あんしんくん」が
持つ災害に対する頑強性を備えていない．そこで，

「あんしんくん」とデータ形式を共通にし，シス
テム間でのデータのやり取りをさせることによ
り，災害に対してより頑強なシステムへの移行を
可能とする．
　その他，利用者に安心して使用してもらうため
に，データの暗号化により，仮にシステムを動作
させるサーバへの不正アクセスがあったとしても
メールアドレスなどの個人情報が見られないよう
にする．

3. システム構築
3. 1 災害時の情報の流れと求められるシステム
　減災活動のためには被災者の安否情報などの災
害情報の収集と情報伝達が必要である．災害時に
効率的に情報伝達を行うために，図 1 に示すよう
に階層化した上で各階層間の情報の流れを考える．
　個人が行動する際には，ライフラインの被害状
況と復旧見込みなどの災害情報が必要である．加
えて家族の安否情報，家族との情報伝達を必要と
し，それが得られないことにより，パニック的な
行動をとる例も見られる．町内会・学区の階層で
は被災者の安否情報，家屋の倒壊や火災などの
情報，救助の必要の有無，避難場所で必要な食
料，衣料，薬などについての情報の収集と管理の
ための情報システムを必要とする．大学において
は，大学やその周辺にいる学生の安否情報だけで
なく，帰省先や実習先など大学から離れた場所に
いる学生も含めて漏れなく安否情報を知ることが
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BCP の観点からも必要となる．また，収集した
情報を上層レベルへ伝達するための災害に強い通
信手段が必要である．この階層では，救援活動な
ど直接的な被災者とのコンタクトを通して地域住
民による災害状況の把握が有効である．
　個人レベルでは，不正確な情報の流布によるパ
ニックなどの二次的災害を抑えるための正確な災
害情報の伝達，家族との連絡手段の確保が必要で
ある．総務省が 2007 年より開催した「重要通信
の高度化の在り方に関する研究会」で行った「重
要通信に関するアンケート調査」で，都道府県や
市町村が，二次被害防止，住民の不安軽減，風説
の流布防止のために災害情報などを正確に被災者
に伝達したいと答えている（16）．この結果からも
必要な情報を個人に正確に伝達することが減災対
策に重要であると考えられていることがわかる．
　避難所では住民の安否情報をもとに，住民主体
の救援，救護活動の意思決定が行われる．上位層
の区市町村では避難所から送られてきた安否情報
をもとに，行政主体で救援隊や救援物資の配分を
決定するとともに，被災者に必要な情報を伝達す
る役目を負う．都道府県の階層では総轄的な減災
対策本部を設け，下層から送られてきた被災情報
をもとに国や他の都道府県への救援の依頼や救援
に関わる意思決定を行う．
　区市町村では，各避難場所から寄せられた情報
をもとに市民の安否，区市町村内の避難場所の食
料状況，けが人や病人の状況などを量的に把握し，

県に対して支援を要請する．そのため，無線を通
したデータ通信が可能なシステム，域内の防災関
係機関との連絡用に防災行政無線，地震の予知情
報や津波情報を確実に住民に伝えられる同報無線
局などの設置が必要となる．
　都道府県レベルでは市町村ごとの被害状況をマ
クロ的に把握し，県全体で必要な支援の種類と量
を判断し，物資や人員などを国や他府県に要請し
なければならない．したがって，各区市町村や広
域避難場所への情報伝達を円滑に行うための防災
行政無線，地域からの情報を統括できる総合的な
防災救援情報システム，震災発生直後の情報の空
白期を埋めるための被害状況予測および災害発生
直後の意思決定支援を行うシステムの設置が望ま
れる．
　表 2 に各階層の特徴と必要な情報システムを
示す．

3. 2 システム構築
　日本福祉大学は ISMS（情報セキュリティマネ
ジメントシステム）認証を受けており，大学での
利用を考えるとデータの暗号化は必須である．暗
号化やサーバの冗長化は既存の技術を適用するこ
とで解決できるため，コーディングやサーバ構築
などはシステム開発業者に委託する．業者との打
合せのため，事前に綿密な要件定義が必要となる．
　なお，委託先の「株式会社西村屋」社長の西村
昌和氏は，1995 年の阪神淡路大震災以来，2008 

Fig. 1   Ideal Flows of Information in Disaster.

図１　各階層間での情報の流れ
　　　（文献（17）より抜粋して改変）
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年まで筆者と減災に関わる研究を共同で行ってお
り，今回のシステム開発も CSR の一環として採
算に見合わない低価格で引き受けていることを付
記したい．

3. 2. 1 要件定義
　震災時の利用，データの暗号化，分かり易い操
作性，平常時の利用，データの一元管理と個別の
情報伝達を実現するために表 3 のように要件定
義を行った．
　緊急メールの一斉送信，安否情報の集約，個人
間での伝言の送受信などの全ての処理を行うサー
バは，震災被害を受けないことが必須である．普
及のため導入コストを抑えているので，レンタル
サーバを利用するが，レンタルサーバを管理して
いる会社ではセキュリティのためサーバの設置場
所を利用者に知らせない．そこで，日本にサーバ
を設置していないことを，米国のレンタルサーバ
会社に確認した上でサーバを借りることにした．
　ISMS 認証を受けている日本福祉大学での利用
に限らず，電子メールアドレスなどの個人情報が

漏れてしまう危険性を回避する必要がある．デー
タファイルを暗号化し，利用団体の管理者，サー
バにアカウントを持つ管理者であっても個人情報
に直接アクセスできないことを目指した．ただし，
暗号化を強固にすればするほど，非常時にアクセ
スが集中した際の動作が不安定となる危険性を否
定できない．本稿では，セキュリティ保持のた
め，その内容を述べることはできないが，セキュ
リティ保持と安定運用の妥協点についての協議を
業者との間で時間をかけて行った．
　一般の利用者は非常時にしか利用しないことも
考えられる．したがって，日常的に携帯メールを
使用している人であれば，訓練を受けずに利用で
きることを前提とした．そのため，必要な機能に
絞り込んで設計を行った．
　東日本大震災以降，震災対策に予算を投じる傾
向にはあるが，国を始め，市町村，大学なども財
政は厳しく，いつ起こるかわからない震災時のた
めだけにコストをかけられない状況にある．すで
に使用されている緊急連絡網の機能を持たせ，同
程度のコストで運用できるようなシステムを提案

Table 2  Characteristics and Ideal Information System of Each Hierarchy.

Table 3   The Requirement Definition of The System.

表２　各階層間の特徴と必要な情報システム
　　　（文献（17）より抜粋して改変）

表３　システムの要件定義
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する．
3. 2. 2 ハードウエアとソフトウエア構成
　ハードウエア，ソフトウエアの構成は以下に示
す通りである．

システム動作用レンタルサーバ：
　　　Cloudtanium（http://cloudtanium.com/）
　　　CPU1.2GHz プラン（月額$49.95）
メールサーバ：未定
OS：CentOS release 4.8（64 ビット）
PHP：5.1.6
PostgreSQL：8.1.15

　プログラミング言語は開発スピードを考慮し
て PHP を選定した．データベースは暗号化に対
する信頼性とコストを考慮してフリーウエアで
ある PostgreSQL を選定した．その他，PHP の
拡張モジュールとして，php-devel，php-imap，
php-pgsql，phpmbstring，php-pecl*，php-
PEAR，php-pear-Mail*，MAIL，POP3，Crypt 
blowfish，PostgreSQL の拡張モジュールとして
plpgsql を使用している．
　携帯電話メールに対し，多くのメールを一斉送
信すると，SPAM と判断されて配信されないことが
ある．携帯メールに対して一斉にメールを送信する
ためには，ホワイトリストに挙げられている信頼の
あるドメインからのメール送信が必要である．その
ために必要なメールサーバについては課題として
残されており，回避策として，crontab で 1 分ごと
に 10 通ずつメールを送信することとした．

3. 3 システム構築
　一般利用者，大学管理者，構築する災害情報シ
ステム管理者が利用する機能と画面構成について
説明する．

3. 3. 1 一般利用者画面と機能
　一般利用者については，携帯電話やスマート
フォンからの利用を想定して，画面が携帯電話の
画面に収まるようにした．また，震災発生時には
サーバから送られてくるメッセージからアクセス

することにより，ID やパスワードを忘れてしまっ
ていてもアクセスできる仕様とした．
　図 2 は一般利用者のログイン画面である．平
常時にはログイン ID とパスワードを入力してシ
ステムにアクセスする．
　図 3 はログイン後のトップ画面で，家族の携
帯メールアドレスの入力やニックネーム編集など
の個人プロファイル情報入力画面へのリンクを
張っている．
　図 4 は個人プロファイル情報入力画面である．
ここで入力した個人の形態メールアドレスは大学
管理者でも見ることはできない．
　図 5 は図 3 から「伝言板へ」というリンクをク
リックした後の伝言板画面である．ここで自分の
安否を選択し，家族への伝言を入力する．ここで
入力した伝言は大学の管理者も見ることができる．
画面下部に，災害発生や災害終息情報の他，家族
からの伝言，大学からのメッセージが表示される．
　図 6 は伝言の入力と表示例である．図 6(a) の
ように安否を選択し，伝言を入力して送信ボタン
をクリックする．図 6(b) では「最新表示」として，
利用者の安否情報と伝言が表示されている．ここ
で入力された安否情報と伝言は，大学管理者とあ
らかじめ登録した家族が確認することができる．
図 7 は大学管理者が確認できる画面である．

3. 3. 2 大学管理者画面と機能
　大学管理者は各種のデータを取り扱うことか
ら，パソコンからのアクセスを考えているが，災
害発生ボタンのクリックなどは，携帯電話やス
マートフォンからも行えるようにした．
　図 8 は大学管理者のログイン画面であり，災
害情報システム管理者のログイン画面と共通であ
る．図 9 は平常時の大学管理者のトップページ
で，システムを災害発生モードへ移行させること
ができる．
　図 10 は図 9 において「メール一斉送信」ボタ
ンをクリックした画面である．メールの一斉送信
機能は，平常時でも利用できるように送信範囲の
絞り込みができるようになっている．実習で大学
を離れている学生への連絡など，学部や学科単位
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図２　一般利用者のログイン画面

図３　一般利用者の管理画面

図４　一般利用者の登録情報変更画面
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図５　一般利用者の伝言板画面

図６　伝言の入力と表示
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でのメール送信が可能である．
　図 10 における「件名」，「本文」は定型文を入
れておくことによって，素早く間違いのないメー
ルを送信することができる．定型文は複数作成で
き，送信の際には定型文を選択し，文章を加筆・
修正した上で送信する．
　図 10 において件名や本文を入力し，「送信予
約」ボタンをクリックすることで，送信予約の確
認画面である図 11 に遷移する．図 12 は安否確
認を要求するメールが予約されたことを確認する
画面である．
　携帯キャリアに対して一度に多くのメールを送
信すると，スパムメールと判断されて利用者に送
信されないなど，システムの信頼性を失うことに
なりかねない．そこで，本システムでは 1 分に

図７　大学管理者が見られる安否情報画面

図８　大学管理者のログイン画面

図９　平常時モードから災害発生モードへの移行する画面
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図 10　メール作成画面

図 11　一斉送信メール予約画面

図 12　一斉送信メール予約確認画面
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10 通を送信する設定とした．
　図 13 は災害発生時の大学管理者のトップペー
ジで，赤字で「災害発生中」と記述されている．
災害時の機能として，災害情報をメールで送信す
るボタン，災害が終息したことを知らせるボタン，
学生の安否情報を確認するボタンを配置した．
　図 14 は大学管理者のトップページから「メー
ル一斉送信」をクリックした画面であり，あらか
じめ作成しておいたメールのテンプレートを選択
することができる．必要なことが書かれた分かり
易い文章を用意しておくことで，災害時にも慌て
ず，利用者に適切なメッセージを送ることができ
る．平常時用には，防災訓練用テンプレート，休
講情報テンプレートなどの使い方が考えられる．
　図 15 はトップページから「学生安否情報」を
クリックして遷移する画面で，登録された全ての

利用者の安否情報を確認できる．安否状態として，
「アクセスなし」，「無事」，「怪我」，「病気」，「要
救助」がある．安否情報が入力されていると，安
否情報の書かれた文字をクリックすることで，利
用者の伝言を確認することができる．
　図 16 はトップページから「ユーザー管理」ボ
タンをクリックして遷移するユーザー管理画面で
ある．
　図 17 は図 16 で「ユーザー登録」ボタンをク
リックし移行するユーザー登録画面である．大学
で使用する際には，学籍番号を本システムのユー
ザー ID とできる．トップページから「システム
管理」→図 18 の「クラス一覧」で図 19 となり，
図 17 の所属などの情報を大学管理者によって登
録，編集することができる．また，ユーザーの登
録は CSV ファイルをアップロードすることによ

図 13　災害発生時の大学管理者のトップページ

図 14　メール文章テンプレート選択画面

図 15　安否情報の確認画面
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り，図 20 のように一括登録ができるようにした．
　図 21 はメールテンプレートの文章を登録する
画面，図 22 は大学のプロファイルを編集する画
面である．
　図 23 は災害を終息させるときにトップページ
から「災害収束」（「災害終息」とする予定だが，
修正できていないので，現在のボタンの名称をそ
のまま使用）ボタンをクリックして得られる画面
である．災害モードと平常時モードの切り替えは
重要な事項となるので，トップページから図 23 
の画面，さらに図 24 の画面へと 3 回のボタンク
リックで災害が終息したモードとなるようにし
た．図 25 は災害を終息させた後の画面である．

図 16　ユーザー管理画面

図 17　ユーザー登録画面
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図 18　システム管理画面

図 19　クラス管理画面

図 20　利用者の一括登録画面

図 21　メールのテンプレート文章登録画面
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図 22　大学プロファイル編集画面

図 23　災害終息への移行のための画面

図 24　災害終息への移行を確認する画面
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3. 3. 3 システム管理者画面と機能
　図 26 はシステム管理者のトップページであ
る．大学管理者画面と同様に「メール一斉送信」，

「災害発生」のボタンがある．大学管理者が被災
している場合でも，システム管理者が遠隔地にい
れば災害発生モードに移行させることができるよ
うにした．
　図 27 はシステム管理者のユーザー管理画面で
ある．システム管理者にとってのユーザーは，大
学などの団体であり，ここで登録されたユーザー
は団体として本システムを利用できる．

図 25　災害終息画面

図 26　システム管理者のトップ画面

図 27　システム管理者のユーザー管理画面
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4. 動作実験
4. 1 動作実験
　構築したシステムの動作を確認するために
2011 年 8 月 23 日に動作実験を行った．実験で
は，ユーザ登録と削除，平常時モードと災害発生
モードとの切り替え，一斉メール配信，一般利用
者の安否情報の入力と確認などを行った．携帯電
話キャリアへのメールの一斉送信についての調査
中であるため，大量のメールを一斉送信する実験
はしていない．動作実験は「株式会社西村屋」の
サーバ上で行ったが，暗号化されたデータの検索
以外は負荷の大きな処理とはならなかった．
　おおよその機能については問題なく動作してい
る．安否情報のリロード，安否情報の表記方法，
災害時のパスワードの処理など，要件定義時に気
付かなかった問題が見られたので，実験後に改善
を行った．
　特定の学生の安否情報を知りたいときなどに使
用するデータの検索については，暗号化したデー
タを復号化する際の問題点が浮き彫りになった．
つまり，データを検索する際に大学に所属する学
生全件に対して復号してから検索するため，サー
バへの負荷が非常に重くなることがわかった．1 
万件のデータから 1 件のデータを検索するのに
1，2 分の時間がかかる．
　これに対し，災害時にあらかじめ利用者データ
全体を復号化する方法と，検索の度に復号化する
方法との検討を以下のように行った．その結果，
検索の度にデータを復号化すること，個人情報保
護の対象外のデータを暗号化せずに残しておき，
暗号化されていないデータで検索を行うこととし
た．

【災害時に利用者データを予め復号化する場合】
メリット：
・暗号化されたデータでの検索でも特別遅くなる

ことはない．
デメリット：
・災害発生処理自体の時間が少し長め．
・平常時と災害時の一斉メール送信システムが異

なるシステムとなるので，システム構築コスト
が高くなるばかりでなく，試験運用機会が減る．

・災害発生中（防災訓練も含めて）は，個人情報ファ
イルが復号化されており，その間にサーバに不
正アクセスをされると個人情報が流出する．

・DB 更新頻度が高く，システムも複雑化する．

【検索の度に利用者データを復号化する場合】
メリット：
・復号されるのは，メールデータ（メールアドレ

ス，名前）であり，送信後に直ぐに削除される
が，ユーザーマスターは暗号化されたまま．

・災害発生処理が，若干早い．
・一括メールシステムを，平常時と災害時のそれ

で分ける必要が特にないため，試験運用機会が
多くできる．

・最新情報を得やすい．
デメリット：
・氏名など暗号化されたデータで検索する場合に

遅い．

4. 2 今後の課題
　最も難しい問題は個人情報保護の考え方であ
る．今回のシステムは「管理者にもメールアドレ
スなどの個人情報が見られない」ことを目標とし
て構築したが，動作実験時の仕様だと一般利用者
がパスワードを忘れた場合には登録された個人情
報がリセットされる．簡単にパスワードのみのリ
セット機能を付加すると，管理者がパスワードを
リセットし，一般利用者のアカウントでシステム
にアクセスすることで簡単に個人情報を確認でき
てしまう．この問題については，管理者に情報を
見せないままプログラム上でユーザーのパスワー
ドを復号化しメールで知らせる方法で回避できる
見込みであるが，この他にも暗号化と確実な運用
の間にはいくつもトレードオフとなる事項があ
る．なお，上記の改善策についても暗号化に関わ
る部分の大幅な仕様変更となるため，予算上の問
題から本研究の中で行うことはできない．
　その他，災害発生メールへの返信による安否情
報の登録，携帯電話キャリアへの一斉メール送信
時にスパムと判断されない工夫，登録時に ID と
パスワードを利用者に送信する機能，小中高で使
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われている緊急連絡網のように自分でメールアド
レスを登録する機能などが課題として残されてい
る．
　本システムは普及を第一に考えているので，優
先順位を考えて次期バージョンに組み込むと共
に，多少の使い勝手には目をつぶってもらい，運
用しながらの改善を図っていきたい．大学や大学
周辺の市町村への働きかけ，小中高校への周知な
どを行い，利用促進のための活動を行うことが
近々の課題と考えている．

5. あとがき
　団体単位で安否情報を一元管理でき，家族間の
情報交換を可能とすることで普及を目指せるシス
テムの構築を行っており，本稿は研究の経過報告
である．本年度中に「一応，使える」程度の完成
度となった．本研究では，システムを動作させる
ためのサーバ運用はできており，携帯電話キャリ
アからスパムと判断されない信頼性の高いメール
サーバを用意できれば，すぐにもシステムの利用
は可能な状態である．しかし，動作実験で浮き彫
りとなった課題もいくつか存在し，それらについ
ては優先順位，コストなどの面で整理する必要が
ある．
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